
国庫支出金 県支出金
交付金
充当額

その他 一般財源
補助対象外

経費

388,182,122 - - 350,673,674 - 37,508,448 - 

1 単

重
点
交
付
金

電力・ガス・食料品等価格
高騰重点支援給付金【低
所得者世帯給付金】

④-Ⅳ．コロナ禍において
物価高騰等に直面する生
活困窮者等への支援

①エネルギー・食料品価
格等の物価高騰に伴う低
所得世帯支援

事業の概要
①目的・効果
コロナ禍における原油価格・物価高騰等に直面する低所得者世帯の支援をするた
め、１世帯あたり３０，０００円を給付する。
②交付金を充当する経費内容
給付金の給付に要する経費
③積算根拠（対象数、単価等）
事業総額144,510,000円
令和５年度分の住民税非課税世帯4,810世帯×30,000 円
家計急変世帯7世帯×30,000円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
令和５年度住民税非課税世帯　4,810世帯
令和５年度家計急変世帯　7世帯

事業の概要
①目的・効果
コロナ禍における原油価格・物価高騰等に直面する低所得者世帯の支援をするた
め、１世帯あたり３０，０００円を給付する。
②交付金を充当する経費内容
給付金の給付に要する経費
③積算根拠（対象数、単価等）
事業総額144,510,000円
令和５年度分の住民税非課税世帯4,810世帯×30,000 円
家計急変世帯7世帯×30,000円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
令和５年度住民税非課税世帯　4,810世帯
令和５年度家計急変世帯　7世帯

給付件数4,817件 R5.5.1 R6.3.31 144,510,000 144,300,000 - 210,000 社会福祉課

 エネルギー・食料品価格等の物価高
騰により生活に困窮する方々、特に
家計への影響が大きい低所得世帯
（住民税非課税世帯等）に対し、速や
かな給付を行うことより、低所得世帯
に対する生活安定への支援が図れ
た。

2 単

重
点
交
付
金

電力・ガス・食料品等価格
高騰重点支援給付金（事
務費）

④-Ⅳ．コロナ禍において
物価高騰等に直面する生
活困窮者等への支援

①エネルギー・食料品価
格等の物価高騰に伴う低
所得世帯支援

事業の概要
①目的・効果
コロナ禍における原油価格・物価高騰等に直面する低所得者世帯の支援をするため
に必要な事務費。
②交付金を充当する経費内容
低所得世帯への給付金に係る事務費
③積算根拠（対象数、単価等）
事務費　5,856,683円
会計年度任用職員人件費 1,494,470 円（６月～１２月）
時間外勤務手当（一般職員） 604,376 円
　※本事業の実施のみに充てるもの
消耗品費 49,543円
印刷製本費 121,990円
通信運搬費 563,658円
振込手数料 530,970円
システム改修・通知作成業務委託料 2,491,676円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
令和５年度住民税非課税世帯　4,810世帯
令和５年度家計急変世帯　7世帯

事業の概要
①目的・効果
コロナ禍における原油価格・物価高騰等に直面する低所得者世帯の支援をするため
に必要な事務費。
②交付金を充当する経費内容
低所得世帯への給付金に係る事務費
③積算根拠（対象数、単価等）
事務費　5,856,674円
会計年度任用職員人件費 1,490,992 円（６月～１２月）
時間外勤務手当（一般職員） 604,367 円
　※本事業の実施のみに充てるもの
消耗品費 49,543円
印刷製本費 121,990円
通信運搬費 563,658円
振込手数料 530,970円
システム改修・通知作成業務委託料 2,491,676円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
令和５年度住民税非課税世帯　4,810世帯
令和５年度家計急変世帯　7世帯

給付件数4,817件 R5.5.1 R6.3.31 5,856,674 5,856,674 - 社会福祉課

 エネルギー・食料品価格等の物価高
騰により生活に困窮する方々、特に
家計への影響が大きい低所得世帯
（住民税非課税世帯等）に対し、速や
かな給付を行うことより、低所得世帯
に対する生活安定への支援が図れ
た。

3 単

重
点
交
付
金

電子地域通貨事業（重点
交付金分）

④-Ⅳ．コロナ禍において
物価高騰等に直面する生
活困窮者等への支援

③消費下支え等を通じた
生活者支援

事業の概要
①目的・効果
コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事
業者に対し、電子地域通貨tengoo を通して、一般家計消費の下支え等を通じたプレ
ミアムキャンペーンを実施することにより支援する。
②交付金を充当する経費内容
地域通貨プレミアムキャンペーン分発行に要する経費
③積算根拠（対象数、単価等）
事業総額　92,524,918円
プレミアム負担額1回目 465,010,400円×10％＝46,501,040円
プレミアム負担額2回目 456,918,780円×10％＝45,691,878円
宣伝業務委託料 200,000円
振込手数料 200円×600件×1.1＝132,000円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
電子地域通貨tengoo利用者

※No.3重点交付金分とNo.10通常分に分割
　このうち91,329,918円を充当

①効果
成果目標値対比104％となり、多くの市民に地域内限定の電子通貨を発行すること
ができた。これによりコロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響
を受けた生活者や事業者に対し、電子地域通貨tengoo を通して、一般家計消費の
支援を図ることができた。
②交付金を充当する経費内容
地域通貨プレミアムキャンペーン分発行に要する経費
③積算根拠（対象数、単価等）
事業総額　93,478,416円
プレミアム負担額1回目　46,501,040円
プレミアム負担額2回目　46,977,376円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
電子地域通貨tengoo利用者

※No.3重点交付金分とNo.10通常分に分割
　このうち92,283,416円を充当

ポイント付与90,000,000
ポイント

R5.4.1 R6.3.31 92,283,416 54,984,968 - 37,298,448 産業振興課

成果目標値対比104％となり、多くの
市民に地域内限定の電子通貨を発
行することができた。
●プレミアム10%チャージ第1回
対象ユーザー数：6,671人
●プレミアム10%チャージ第2回
対象ユーザー数：6,517人

4 単

重
点
交
付
金

物価高騰対策事業
④-Ⅰ．原油価格高騰対
策

⑦中小企業等に対するエ
ネルギー価格高騰対策支
援

事業の概要
①目的・効果
コロナ禍におけるエネルギー価格や物価の高騰による影響を大きく受けた中小企業
者の負担軽減を図るため、市独自の支援金を交付する。
②交付金を充当する経費内容
支援金の給付に要する経費
③積算根拠（対象数、単価等）
事業総額　31,979,669円
個人：　70,000 円×146 件＝10,220,000 円
法人：150,000 円×145 件＝21,750,000 円
消耗品：9,669円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
市内に事業所を有する中小企業者

事業の概要
①目的・効果
コロナ禍におけるエネルギー価格や物価の高騰による影響を大きく受けた中小企業
者の負担軽減を図るため、市独自の支援金を交付する。
②交付金を充当する経費内容
支援金の給付に要する経費
③積算根拠（対象数、単価等）
事業総額　31,979,669円
個人：　70,000 円×146 件＝10,220,000 円
法人：150,000 円×145 件＝21,750,000 円
消耗品：9,669円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
市内に事業所を有する中小企業者

給付件数291件 R5.5.1 R5.11.7 31,979,669 31,979,669   - - 産業振興課

成果目標値対比100％であり、希望
する対象事業者すべてに支援金を交
付した。コロナ禍におけるエネルギー
価格や物価の高騰による影響を大き
く受けた中小企業者の負担軽減を図
ることができた。

●支援事業者数：291事業者

5 単

重
点
交
付
金

水道事業会計繰出
④-Ⅰ．原油価格高騰対
策

⑨推奨事業メニューよりも
更に効果があると考える
支援

事業の概要
①目的・効果
水道事業会計に繰り出し、コロナ禍における原油価格・物価高騰に直面する生活者
への支援施策として、水道料金の基本料金３期（６ヶ月）分を減免することにより負担
軽減を図る。
②交付金を充当する経費内容
水道料金の基本料金３期（６ヶ月）分減額に係る費用
③積算根拠（対象数、単価等）
事業総額　55,398,000円
水道事業繰入金54,683,000 円（対象期別数34,181件）
システム改修費 715,000 円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
水道使用契約者（公共施設を含まない）

①水道事業会計に繰り出し、コロナ禍における原油価格・物価高騰に直面する生活
者への支援施策として、水道料金の一部を減額し、負担軽減を図ることができた。
②水道料金の基本料金3期（6ヶ月）分減額に係る費用
③総事業費　55,398,000円
　水道事業繰入金　54,683,000円（対象期別数34,181件）
　システム改修　715,000円
④水道使用契約者（公共施設を含まない）

支援件数34,181件 R5.8.1 R6.2.29 55,398,000 55,398,000 - - 上下水道経営課

上水道区域における水道基本料金
34,181件54,683,000円の減免（外、シ
ステム改修費1件715,000円）により、
コロナ禍における原油価格・物価高
騰に直面する生活者への支援を実施
することができた。

6 単

重
点
交
付
金

簡易水道事業会計繰出
④-Ⅰ．原油価格高騰対
策

⑨推奨事業メニューよりも
更に効果があると考える
支援

事業の概要
①目的・効果
簡易水道事業会計に繰り出し、コロナ禍における原油価格・物価高騰に直面する生
活者への支援施策として、水道料金の基本料金３期（６ヶ月）分を減免することにより
負担軽減を図る。
②交付金を充当する経費内容
水道料金の基本料金３期（６ヶ月）分減額に係る費用
③積算根拠（対象数、単価等）
事業総額　42,287,413円
水道事業繰入金42,105,748 円（対象期別数27,381件）
システム改修費 181,665 円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
水道使用契約者（公共施設を含まない）

①簡易水道事業に繰り出し、コロナ禍における原油価格・物価高騰に直面する生活
者への支援施策として、水道料金の一部を減額し、負担軽減を図ることができた。
②水道料金の基本料金3期（6ヶ月）分減額に係る費用
③総事業費　42,287,413円
　簡易水道事業繰入金　42,105,748円（対象期別数27,831件：直営簡水分）
　システム改修　181,665円
④水道使用契約者（公共施設を含まない）

支援件数27,381件 R5.5.1 R6.3.31 42,287,413 42,287,413 - - 上下水道経営課

市営簡易水道区域における水道基本
料金27,381件42,105,748円の減免
（外、システム改修費2件181,665円）
により、コロナ禍における原油価格・
物価高騰に直面する生活者への支
援を実施することができた。
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実施計画における
成果目標

事業
始期

事業
終期

事業費

所管課総事業費
（円）

内訳

経済対策との関係 種類

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

　　執行状況（実績）
　　①効果（右記の成果目標を参考に記載）
    ②交付金を充当した経費内容
　　③積算根拠（対象数、単価等）
　　④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業の効果検証について

事業実施による効果№

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事業名称



国庫支出金 県支出金
交付金
充当額

その他 一般財源
補助対象外

経費

実施計画における
成果目標

事業
始期

事業
終期

事業費

所管課総事業費
（円）

内訳

経済対策との関係 種類

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

　　執行状況（実績）
　　①効果（右記の成果目標を参考に記載）
    ②交付金を充当した経費内容
　　③積算根拠（対象数、単価等）
　　④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業実施による効果№

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事業名称

7 単

重
点
交
付
金

水道料金負担軽減事業
④-Ⅰ．原油価格高騰対
策

⑨推奨事業メニューよりも
更に効果があると考える
支援

事業の概要
①目的・効果
コロナ禍における原油価格・物価高騰に直面する生活者への支援施策として、水道
料金の基本料金３期（６ヶ月）分を減免することにより負担軽減を図る。
②交付金を充当する経費内容
水道料金の基本料金３期（６ヶ月）分減額に係る費用
③積算根拠（対象数、単価等）
事業総額　2,183,200円
組合営・小水道助成金(8 組合)2,120,200 円（対象期別数2,230件）
玉原小水道助成金 63,000 円(45件)
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
水道使用契約者（公共施設を含まない）

①コロナ禍における原油価格・物価高騰に直面する生活者への支援施策として、水
道料金の一部を減額し、負担軽減を図ることができた。
②水道料金の基本料金3期（6ヶ月）分減額に係る費用
③総事業費　2,183,200円
　組合営・小水道助成金（8組合）　2,120,200円（対象期別数2,230件）
　玉原小水道助成金（45件）63,000円
④水道使用契約者（公共施設を含まない）

支援件数2,275件 R5.5.1 R6.3.31 2,183,200 2,183,200  - - 上下水道経営課
観光交流課

組合営簡易水道区域（小水道区域含
む）における水道基本料金2,275件
2,183,200円の減免により、コロナ禍に
おける原油価格・物価高騰に直面す
る生活者への支援を実施することが
できた。

8

9 単

重
点
交
付
金

畜産飼料高騰対策補助金
④-Ⅰ．原油価格高騰対
策

⑥農林水産業における物
価高騰対策支援

事業の概要
①目的・効果
コロナ禍における原油価格・物価高騰等に直面する畜産農家を支援をするため補助
金を交付する。
②交付金を充当する経費内容
補助金を交付する経費
③積算根拠（対象数、単価等）
令和5年2月1日時点の家畜の飼養頭数に下記の区分の金額を乗じて得た額の合計
額。上限200万円
事業総額　13,300,000円
乳牛　592頭×6,000円
肉牛　445頭×3,000円
豚　 7,549頭×1,000円
鶏　 3,456頭×  250円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
市内に畜舎を有し、現に家畜を飼養している市内に住所又は事業所を有する個人・
法人の畜産経営体

執行状況（実績）
①効果
コロナ禍における原油価格・物価高騰等に直面する畜産農家を支援をするため補助
金を交付する。
②交付金を充当した経費内容
補助金を交付する経費
③積算根拠（対象数、単価等）
令和5年2月1日時点の家畜の飼養頭数に畜種により定めた金額を乗じて得た額の
合計額。上限200万円
事業総額　12,488,750円　　　補助件数：26件
乳牛 　515頭
肉牛 　441頭
豚　 18,444頭
鶏 　   983頭
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
市内に畜舎を有し、現に家畜を飼養している市内に住所又は事業所を有する個人・
法人の畜産経営体

補助件数：36件 R5.9.1 R6.1.29 12,488,750 12,488,750 - - 農林課

畜産飼料高騰対策補助金は、26件
12,488,750円を交付し、飼料価格高
騰による影響が緩和され、畜産農家
の経営安定と継続が図られた。

10 単

通
常
交
付
金

電子地域通貨事業（通常
分）

④-Ⅳ．コロナ禍において
物価高騰等に直面する生
活困窮者等への支援

事業の概要
①目的・効果
コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事
業者に対し、電子地域通貨tengoo を通して、一般家計消費の下支え等を通じたプレ
ミアムキャンペーンを実施することにより支援する。
②交付金を充当する経費内容
地域通貨プレミアムキャンペーン分発行に要する経費
③積算根拠（対象数、単価等）
事業総額　92,524,918円
プレミアム負担額1回目 465,010,400円×10％＝46,501,040円
プレミアム負担額2回目 456,918,780円×10％＝45,691,878円
宣伝業務委託料 200,000円
振込手数料 200円×600件×1.1＝132,000円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
電子地域通貨tengoo利用者

※No.3重点交付金分とNo.10通常分に分割
　このうち1,195,000円を充当

①効果
成果目標値対比104％となり、多くの市民に地域内限定の電子通貨を発行すること
ができた。これによりコロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響
を受けた生活者や事業者に対し、電子地域通貨tengoo を通して、一般家計消費の
支援を図ることができた。
②交付金を充当する経費内容
地域通貨プレミアムキャンペーン分発行に要する経費
③積算根拠（対象数、単価等）
事業総額　93,478,416円
プレミアム負担額1回目　46,501,040円
プレミアム負担額2回目　46,977,376円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
電子地域通貨tengoo利用者

※No.3重点交付金分とNo.10通常分に分割
　このうち1,195,000円を充当

ポイント付与90,000,000
ポイント

R5.4.1 R6.3.31 1,195,000 1,195,000    - - 産業振興課 №3と同じ

11 単

重
点
交
付
金

酪農・肉用牛経営継続支
援金

④-Ⅰ．原油価格高騰対
策

⑥農林水産業における物
価高騰対策支援

事業の概要
①目的・効果
コロナ禍における原油価格・物価高騰等に直面し、特に生産コストが高い酪農・肉用
牛農家を支援をするため支援金を交付する。
②交付金を充当する経費内容
支援金を交付する経費
③積算根拠（対象数、単価等）
令和5年2月1日時点の家畜の飼養頭数に下記の区分の金額を乗じて得た額の合計
額
事業総額　11,473,000円
酪農　　595頭×14,000円
肉牛　　449頭×7,000円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
市内に畜舎を有し、現に乳用牛若しくは肉用牛を飼養している市内に住所又は事業
所を有する個人・法人の畜産経営体

執行状況（実績）
①目的・効果
コロナ禍における原油価格・物価高騰等に直面し、特に生産コストが高い酪農・肉用
牛農家を支援をするため支援金を交付する。
②交付金を充当した経費内容
支援金を交付する経費
③積算根拠（対象数、単価等）
令和5年2月1日時点の家畜の飼養頭数に畜種により定めた金額を乗じて得た額の
合計額
事業総額　10,297,000円　　　補助件数：19件
酪農　　515頭
肉牛　　441頭
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
市内に畜舎を有し、現に乳用牛若しくは肉用牛を飼養している市内に住所又は事業
所を有する個人・法人の畜産経営体

補助件数：22件 R5.12.1 R6.2.19 10,297,000 10,297,000 - - 農林課

酪農・肉用牛経営継続支援金は、19
件
10,297,000円を交付し、コロナ禍によ
る消費の減少、ウクライナ情勢などに
伴う飼料価格や光熱費の高騰に加
え、円安による乾牧草の価格高騰な
どにより生産コストが特に高く、厳しい
状況にある酪農・肉牛農家への影響
が緩和され、酪農・肉用牛農家の経
営安定と継続が図られた。


